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１．はじめに 

地籍調査： 

 土地分類調査、水調査と同じく、昭和26年に制

定された国土調査法に基づく国土調査の一つで

あり、土地の戸籍とも言うべき地籍の明確化を

図るために行う調査。 

（国土調査法 第１条） 

  この法律は、国土の開発及び保全並びにその利用の高度

化に資するとともに、あわせて地籍の明確化を図るため、国土

の実態を科学的且つ総合的に調査することを目的とする。 
3 

境界＝（毎筆の境界）＝筆界（不動産登記法） 

地図＝地籍図（国土調査法施行令） 

簿冊＝地籍簿（同上） 

注） 

地籍調査： 

 主に市町村や東京特別区（以後、単に市町村と

記す）が実施主体となり、・・・ 

（国土調査法 第２条第5項） 

 ・・・ 毎筆の土地について、その所有者、地番及

び地目の調査並びに境界及び地積に関する測

量を行い、その結果を地図及び簿冊に作成する。 

注） 
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注） 地籍調査作業規程準則   第23条 

 現地調査は、調査図素図に基いて、・・・ 毎筆の土地について、

その所有者、地番、地目及び筆界の調査を行うものとする。 

 ・・・ 調査には、当該調査に係る土地の所有者等の立会いを求

めるとともに、その経緯を地籍調査票に記録するものとする。 

地籍調査： 

 主に市町村や東京特別区（以後、単に市町村と

記す）が実施主体となり、・・・ 

（国土調査法 第２条第5項） 

 ・・・ 毎筆の土地について、その所有者、地番及

び地目の調査並びに境界及び地積に関する測

量を行い、その結果を地図及び簿冊に作成する。 
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地籍調査と不動産登記 

市町村 登記所 

地籍調査担当部局 

調査成果 

地籍図・地籍簿 

固定資産税務等 

他部局での活用 

地籍簿により 

表題部等の修正 

（不動産登記規則10条） 

地籍図は 

地図（14条地図） 
として備付 

維持管理 

登記に関する通知 

（地方税法 382条） 

成果の写し送付 

（国土調査法 20条） 

表示に関する登記 等 

以後 
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地籍調査と不動産登記 

市町村 登記所 

地籍調査担当部局 

調査成果 

地籍図・地籍簿 

成果の写し送付 

（国土調査法 20条） 

注） 不動産登記法   第14条1項 

登記所には、地図及び建物所在図を備え付けるものとする。 

 地籍調査は、所有権等の土地に関する権利の保全   

 と土地取引の安全と円滑化に貢献することになる。 

地籍簿により 

表題部等の修正 

（不動産登記規則10条） 

地籍図は 

地図（14条地図） 
として備付 

7 

地籍調査と不動産登記 

市町村 登記所 

固定資産税務等 

他部局での活用 

維持管理 

 市町村は、成果（地籍簿や地籍図）を維持管理し、

固定資産税務、都市計画、各種公共事業、災害復旧・

復興、公有地管理などに広く活用することができる。 

登記に関する通知 

（地方税法 382条） 

表示に関する登記 等 

以後 
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地籍調査は 

土地登記や土地税制など 

土地の権利に関わるあらゆる行政 

そして関連する社会・経済活動 

を根幹で支える重要な調査。 

しかし、残念ながら 

この調査が進んでいない。 

9 

調査の実施状況（概説） 

進捗率 国全体 ５２％ 

特に、都市部と山村部が低調。 

市町村の着手状況 

 近年、東日本大震災からの復興事業などにおいて、調査の

意義が各方面で再認識されたこともあり、全国には調査への

取り組みを強化させた市町村もある。しかし 、現在でも、 

全国の25％の市町村が 

調査に未着手あるいは調査を休止中。 
10 
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なぜ、問題なのか？ 

 地籍調査が無くても、14条地図が十分に

整備され、その成果が地方行政等に還元

される仕組みがあれば問題ない。 

しかし、これまでの種々の経緯から、 

14条地図の最大の供給源（9割近く）が地籍調査 

注） 法務局による地図整備：都市部等の地図混乱地域を中心 
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国土調査法の目的 

昭和26年の法制定当時の第1条 

（国土調査法 第１条） 

  この法律は、国土の開発及び保全並びにその利用の高度

化に資するとともに、あわせて地籍の明確化を図るため、

国土の実態を科学的且つ総合的に調査することを目的とする。 

 この法律は、国土の開発及び保全並びにその利用の高度化に資する

ため、国土の実態を科学的且つ総合的に調査することを目的とする。 

昭和32年、地籍調査の成果が不動産登記
に反映されることになったことに伴い、その
法的根拠を明確にするため法改正 
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地籍調査無くして 

14条地図の整備は進まない。 

出典） 国土交通省監修「わかりやすい土地読本」、2017. 

公図（旧土地台帳附属地図） 14条地図 

第14条   登記所には、地図及び建物所在図を備え付けるものとする。 

                                               （中略） 

４  第一項の規定にかかわらず、登記所には、同項の規定により地図が備え付

けられるまでの間、これに代えて、地図に準ずる図面を備え付けることができる。 

注） 不動産登記法 

地図に準ずる図面（不登法14条4項） 地図（不登法14条1項） 
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以後の内容 

２．地籍調査の実施状況 

３．地籍調査の意義 

４．地籍調査の課題－ 市町村へのメッセージ 

５．おわりに 

 地籍調査の実施状況をより具体的に示すとと

もに、調査の意義を事例をもって確認する。 

 そして、調査が遅れている市町村は、いま何を

なすべきかについて、私なりの考えを述べる。 
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２．地籍調査の実施状況 

主に国交省の「地籍調査Webサイト」で公開されて

いるデータを用いて、調査の実施状況を概説する。 

15 

進捗率：全国および主な土地利用別 
（平成29年度末） 

第6次国土調査事業十箇年計画（平成22年度～31年度） 

目標） 進捗率を以下のように引き上げる。 

  全国：  49％  → 57％ 

  都市部:  21％  → 48％ 

  林地:    42％  → 50％ 

（現在 52%） 

（現在 25%） 

（現在 45%） 

  対象面積（km2） 実施面積（km2） 進捗率（％） 

都市部（DID）        12,255000    3,001000 25 

都市部 

以外 

宅 地 17,793000 9,676000 54 

農用地 72,058000 52,968000 74 

林 地 184,094000 82,943000 45 

全国 計 286,200000 148,597000 52 

16 



9 

都道府県別の進捗率 
（平成29年度末） 
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市町村別の進捗率 
（平成29年度末） 

18 
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都道府県内の地域格差  例） 岩手県 

県全体：91% 

洋野町： 100％ 

久慈市： 100% 

野田村： 100% 

普代村：  100% 

田野畑村：  100% 

岩泉町：  100% 

宮古市：   42% 
山田町：   45% 
大槌町：  46% 
釜石市：   63% 

大船渡市：  100% 

陸前高田市：  100% 

19 

岩手日報 平成28年4月25日朝刊 宮古市、山田町、大槌町、釜石市 
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都全体：23% 

大島町：    99％ 

八丈町：    94% 

 

武蔵村山市： 57% 

瑞穂町：  56% 

日の出町： 57% 

あきる野市： 35% 

羽村市：  29% 

 

特別区：   11% 
注） 島しょ部 縮尺不整合：大島や八丈島は大田区や世田谷区よりも大きい。 

・・ 

・・ 
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都道府県内の地域格差  例） 東京都 

国や都道府県別に
分類ごとの市町村
数の割合を見る 

実施状況を表すもう一つの指標 

各市町村の着手状況 

① 地籍調査完了 

② 現在、実施中 

③ 現在、休止中 

④ 調査に未着手 

分類 

市町村数 割合（%） 

① 地籍調査 完了 50800000 29% 

② 現在、実施中 78600000 45% 

③ 現在、休止中 28600000 16% 

④ 調査に未着手 16100000   9% 

合 計 1,74100000 

全国市町村の着手状況（平成29年度末時点） 

22 

25％ 
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都道府県別の進捗率と着手状況（平成28年度末現在） 

着手率 ＝ 
完了・実施中 

全市町村 
(%) 

23 

出典） 国土交通省監修，（一財）土地情報センター編集・発行 

       「わかりやすい土地読本」、2017.  

・・・ 

進捗率 着手状況 

都道府県別 

着手率 ＝ 
完了・実施中 

全市町村 
(%) 

進捗率は低いが 

着手率の高い都道府県 

進捗率 着手率 

三重県 9％ 83% 

滋賀県 14% 95% 

兵庫県 25% 85% 

鳥取県 30% 100% 

徳島県 36% 84% 

和歌山県 42% 100% 

島根県 50% 100% 

進捗率 着手状況 

平成28年度末現在 24 出典） 国土交通省監修「わかりやすい土地読本」、2017. 

・・・ 

京都府 8％ 35% 

大阪府 10% 47% 

奈良県 12% 49% 
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平成の時代になって 

特に注目されることになった 

 

 

 

への貢献について、 

主な事例を振り返ってみたい。 

３．地籍調査の意義 

災害復旧・復興ｌｌｌ    

都市再生（都市再開発） 

25 

阪神・淡路大震災（平成7年）での 
神戸市兵庫区の住宅地の事例 

湊川町10丁目、菊水町10丁目 

兵庫駅 

26 
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大正から昭和にかけて区画整理がなされたが、戦時期の混乱

もあって換地処分の登記変更も十分になされなかった。 

同地域は震災時、「地図混乱地域」 

神戸市の地籍調査の進捗率は現在でも14％ 

27 

神戸新聞 
平成8年8月25日朝刊 

甚大な被害 
例）湊川町10丁目西部自治会 

8割が全壊 

 住宅等の修理
のための融資 

 土地の売却 

登記不備のため 

が進展せず。 

ライフラインの 

復旧遅延 

28 
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都市再生本部 
第10回会合（平成15年6月26日） 

「民活と各省連携による地籍整備の推進」 

「都市再生の円滑な推進には、土地の境界、

面積等の地籍を整備することが不可欠である」 

小泉首相施政方針演説 （第159回国会、平成16年1月19日） 

 （将来の発展への基盤作り） 

  ｢土地の境界や権利関係を示す地籍の調査を集中的に推進します｣ 

29 

出典）森ビル 六本木ヒルズHP 

政府のこのような動きの大きな契機となったのが 

六本木ヒルズの再開発事業 
（六本木六丁目地区 第一種市街地再開発事業） 

30 
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出典）森ビル 六本木ヒルズHP 

地籍調査未実施地域 
（港区の進捗率は現在でも3％） 

11haに約400筆 

 境界調査 

  ■ 4年の期間 

   ※ 工事は3年半で完了 

    ▶ 官民境界：3年 

    ▶ 民民境界：1年 

  ■ 約1億円の経費 

再開発が必要とされ
る地域では、都市計
画関連部局と密接な
連携を取って対象地
域を定め、官民境界
調査を優先的に進め
ていくべきである。 

• 対象地域：約11ha 

• 都市計画決定：平成7年4月 

• 竣工：平成15年4月 

• 総事業費：約2,900億円 

31 

東日本大震災（平成23年）からの復興事業のうち 

防災集団移転促進事業（防集事業）に注目 

出典）大和不動産鑑定 

     株式会社HP 

土地の買取りや用地取得に境界調査と測量が必要 

土地の 

買取り 

用地取得 

地籍調査完了      期間と費用の大きな縮減効果 
32 
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宮城県名取市の防集事業（下増田地区）の事例 

出典） 国土審議会「国土調査のあり方に関する検討小委員会」第7回（平成26年6月26日）配布資料 

名取市の地籍調査進捗率（現在）： 94% 

33 

岩手県宮古市の防集事業（田老地区）の事例 

出典） 岩手県 国土調査（地籍調査）HP 

宮古市の地籍調査進捗率（現在）： 42% 

災害危険性の高い地域では、事前
復興計画の中に地籍調査を適切に

位置づけ、対象地区を絞って重点
的に調査を進めるべきである。 

34 
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出典） 国土審議会「国土調査のあり方に関する検討小委員会」第7回（平成26年6月26日）配布資料 35 

 

津波浸水地域の約9割で調査が実施済み 

読売新聞 平成26年7月25日朝刊 朝日新聞 平成25年4月10日朝刊 

地籍調査進捗率 南三陸町： 98% 

宮城県 南三陸町等での 

復興事業の遅延 

36 
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４．地籍調査の課題 

市町村へのメッセージ 

 地籍調査には、もちろん国や都道府県が取り組
むべき課題も多い。 

 しかし、地籍調査は市町村の自治事務である。 

 市町村、特に首長さんや幹部の皆さんがやる気
を持たなければ絶対に進まない。 

 調査を進めるのは市町村の理解と熱意、行動力
であるという思いから、いま調査が遅れている市
町村の皆さんにメッセージをお送りしたい。 

37 

第一に、あなたの町の 

地籍整備の実態を知り、

危機感を持ってほしい。 

４．地籍調査の課題 

市町村へのメッセージ 

38 
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 「地籍調査Webサイト」を通して、市町村ごとの調査の

実施状況（進捗率、着手状況）を把握できる。 

 まずは、あなたの町の実施状況を同じ都道府県の他

の市町村と比べ、自らの立ち位置を理解してください。 

39 

 「地籍調査状況マップ」を見れば、あなたの町のどこに調

査が必要な地域があり、そのうち、どこで調査が実施され、

どこで未だされていないかを簡単に知ることができる。 

40 
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 また、地籍調査は未実施だが、大規模な公有地や、過去

に土地区画整理事業等が行われ、地籍が既に一定程度

明らかな地域も分かるようになっている。 

41 

例）宮城県石巻市 
     進捗率は95％と高いが、未実施の5％の地域が沿岸部の中心市街地 

進捗率だけでは分からない、町の課題が見えてくる。 

42 

女川町 
東松山市 
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公図と現況のずれ公表システム 

43 

都市再生街区基本調査（平成16～18年度）の結果を用いて、

公図上の筆界が現況とどの程度ずれているかを、街区単位に

次の5段階に分類し、Web地図上に色分けして公開している。 

公図と現況のずれ公表システム 

44 

都市再生本部「民活と各省連携による地籍整備の推進」（平成15年） 
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例）宮城県石巻市 
     進捗率は95％と高いが、未実施の5％の地域が沿岸部の中心市街地 

進捗率だけでは分からない、町の課題が見えてくる。 

45 

女川町 
東松山市 

東松島市 

宮城県 石巻市（都市部）の公図のずれ 

公図と現況のずれ公表システム 

46 



24 

公図と現況のずれ公表システム 地籍調査状況マップ 

これらの地図は、あなたの町の地籍ハザードマップ。 

これに、あなたの町の津波、土砂災害、洪水等の災害ハ

ザードマップや公共事業の計画を重ねてみてほしい。 

調査を行う地域の優先順位も見えてくるのではないか。 
47 

東松山市 

女川町 

公図と現況のずれ 津波の浸水予測（平成２５年度地震被害想定調査） 

例） 三重県津市中心部における 

  「公図と現況のずれ」と津波ハザードマップ 

出典）三重県津市危機管理部HP 48 

（地籍調査進捗率：三重県9％、津市３％） 
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第二に、国の支援策を

理解し、積極的に活用

することを考えてほしい。 

４．地籍調査の課題 

市町村へのメッセージ 

49 

調査が進んでいない市町村は、 

  予算と職員の不足 を理由に挙げる。 

50 
厳しい現実は理解しているが、それでも ・・・ 
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出典） 国土審議会「国土調査のあり方に関する検討小委員会」第6回（平成26年4月21日）配布資料 

地籍調査の事業費について 

51 

甲２ 

中都市 

市街地 

乙２ 

山林原野及び 

その周辺区域 

市町村実施の場合 

▶ 必要経費の50%を国が、25％を都道府県が補助 

▶ 市町村や都道府県の経費の80%が特別交付税措置 

       市町村の負担は実質的に5％ 

大雑把に言って、1ha当たり数万円のオーダー。 

優先順位を決めて計画的に調査を実施することは、

決して不可能ではないだろう。 
52 
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平成22年  

▶ 国土調査促進特別措置法 

▶ 国土調査法 

第6次国土調査事業十箇年計画 

（平成22年度～31年度） 
に向けて 

支援策を強化 

改正 

53 

▶ 都市部官民境界基本調査 

▶ 山村境界基本調査 
国の直轄事業 

実質的に補助の拡大 

国土調査促進特別措置法の改正（平成22年） 

国が直轄で行う「基本調査」の対象を 

 旧： 基準点測量のみ 

 新： 基準点測量以外の測量にも拡大  

54 
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国土調査法の改正（平成22年） 

都道府県又は市町村は、国土調査を適正かつ確

実に実施することができると認められる者として国

土交通省令で定める要件に該当する法人に、そ

の行う国土調査の実施を委託することができる。 

国土調査法 第10条第2項 の新設 

一定の要件を満たす法人であれば 

調査の工程を包括委託することも可能にした。 

職員不足に悩む市町村にとっては有効な手段。 

55 

56 



29 

国の補助制度もできた。 

民間事業者に広報するとともに、 

公共事業の担当部局にも協力依頼を！ 

57 

※ 地籍整備推進調査費補助金 

その他の支援策 

■ 研修 

■ 地籍アドバイザー派遣 

 国土調査研修 

 指導者養成研修会 

 制度運用実務研修会 

もちろん、都道府県による研修も 

現在、約40名が国に登録 

 地籍調査実務の経験者 

 土地家屋調査士、測量士 等  

積極的に活用してほしい。 

国も地域の事情に応じた新たな支援策を模索している。 

あなたの町に適した方策を提案してみることも重要だ。 
58 
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国の支援策とは異なりますが、・・・ 

静岡県と賀茂地域６市町（下田市、東伊豆町等）が連携 

共同で地籍調査  ▶作業の効率化  ▶人員負担の軽減 

静岡新聞 平成28年6月8日 

下田市 

共同実施について話し合う賀茂地域の首長ら 

出典）静岡新聞News 地籍調査共同実施へ  

    賀茂地域６市町、県と協力 （2016/2/28 11:10） 

賀茂 
地域 

59 

国の支援策とは異なりますが、・・・ 

静岡県と賀茂地域６市町（下田市、東伊豆町等）が連携 

60 

参考） 
伊豆新聞 

2017年8月26日 

共同で地籍調査  ▶作業の効率化  ▶人員負担の軽減 
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第三に、地元の法務局

や関係団体の力を借り、

密接に連携してほしい。 

４．地籍調査の課題 

市町村へのメッセージ 

61 

法務局との連携を 

全国の法務局・地方法務局では、 

 

 

 

 
 

事業規模は小さいながらも 

都市部の地図混乱地域を中心に 

登記所備付地図作成作業 

を計画的に実施している。 

平成15年 

民活と各省連携による地籍整備の推進 

62 
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■登記所備付地図作成作業10か年計画 

 （平成16年度～） 

■登記所備付地図作成作業改・新 8 か年計画 

 （平成21年度～） 

■現在は以下の計画（平成27年度～） 

  ① 登記所備付地図作成作業第2次10か年計画：  

  ▶ 10年間で200平方キロの地図作成 

  ② 大都市型登記所備付地図作成作業10か年計画：  

  ▶ 10年間で30平方キロの地図作成 

  ③ 震災復興型登記所備付地図作成作業3か年計画：  

  ▶ 3年間で9平方キロの地図作成 

63 

根拠法は異なるが、市町村も法務局も同じく地籍調

査を行っていると理解してほしい。 
 

地図混乱地域の調査には、土地の権利関係や登記

に関する特に専門的な知識が必要。法務局には、

地籍調査の高度な専門家がいる、と思ってほしい。 

幸い、法務省も 

法務局の協力体制を強化してくれてる 

64 
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① 市町村からの要請に基づき、法務局が次の協力を行う。 

 ▶ 地元住民に対する説明会への出席 

 ▶ 現地調査への協力 

 ▶ 成果案の閲覧への協力 

「地籍調査の実施における法務局との協力について」 

 （平成16年6月30日付け国土国第107号国土交通省土地・水資源局国土調査課長通知） 

これまでの法務局の協力体制 

【対象地域】 

 都市部であり、かつ必要性及び緊急性の高い地域を対象とする

が、都市部以外であっても、必要性及び緊急性の高い地域にあっ

ては法務局の実情に応じて協力を受けることもできる。 

65 

② 土地の所有者等の所在不明により、立会いを求めることが

できない場合で、かつ、筆界を明らかにする客観的な資料

が存在する場合には、関係行政機関と協議の上、所有者

等の確認を得ずに調査することができる。  

                 （地籍調査作業規程準則 第30条3項） 平成22年改正で新設 

※ 関係行政機関＝法務局が該当 

「土地所有者等の所在が明らかでない場合における筆界の調査要領」 

 （平成23年3月2日付け国土国第572号国土交通省土地・水資源局国土調査課長通知） 

③ 地籍調査の事前調査の際、法務局に登記情報の電子

データの提供を依頼できる。 

「登記情報の電子データによる提供について」 

 （平成23年6月23日付け国土国第号国土交通省土地・水資源局国土調査課長通知） 

これまでの法務局の協力体制 

66 
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今後の協力・連携体制について 

参考） 秦 愼也 ：登記所備付地図の整備（地籍調査の推進を中心として）,  

           登記研究, No.794, 2014. 

法務局の協力（法務省・秦 愼也 氏の提案） 

● 法務局の登記所備付地図作成作業に 

    （地籍調査未実施・休止）市町村職員を研修派遣。 

● 法務局が地籍整備のパンフレットを独自に作成し、 

    登記所来訪者に地籍調査を広報。 

● 登記所備付地図作成作業が実施される場合、 

    その隣接地域において地籍調査を実施。 

法務局との連携 

67 

国土調査法 第10条第2項 の新設（平成22年法改正） 

一定の要件を満たす法人であれば 

調査の工程を包括委託することも可能にした。 

パイオニア：千葉県 長生郡市地籍調査協会 

平成23年、土地家屋調査士（調査士事務所）と 測量士（測量会社） 

の連携によって設立。千葉長生方式として全国的にも注目。 

68 

▶ 地元関係団体の密接な連携はもちろん、 

▶ 都道府県や市町村の理解と応援が重要。 

全国への広がりに期待 － そのためには、 

関係団体との連携を 
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第四に、市民やマスコミ

に対し、積極的に広報・

啓発活動を行ってほしい。 

４．地籍調査の課題 

市町村へのメッセージ 

69 

説明会 

一筆地調査 

地籍測量 

成果の閲覧 

登記所備付 

地籍調査には、境界確認に

立ち会う所有者等の協力 

を必要とする。 

市町村や都道府県がいくら

やる気を出し、予算を確保で

きたとしても、市民の協力な

しには進まない。 

 

地籍調査には  

広報・啓発活動が不可欠 
70 
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大分県（農林水産部農村整備計画課） の新聞広告 

大分合同新聞 平成21年3月1日，8日 

日曜日、２週連続で掲載 

県の広報の事例 

緑（実施） 

赤（未着手） 

白（完了） 
黄（休止） 別

府
市 

大分市 

71 

 県や市町村（特に未着手・休止中）の担当部局に問い

合わせが多数寄せられた。 

 市議会等で取上げられた市町村もあった。 

 これまで未着手であった別府市が調査を開始する契機

となった。（平成22年度から実施、現在９％） 

緑（実施） 

赤（未着手） 

白（完了） 
黄（休止） 別

府
市 

大分市 

72 



37 

京都府 農林水産部  

地籍調査HP 

73 

東京都 都市整備局  

国土調査事業HP 

地籍調査実施状況 

（平成29年4月現在） 

地籍調査実施状況 

（平成29年4月現在） 

参考）岩手県 PRリーフレット 

74 出典） 岩手県HP「国土調査（地籍調査）について」 
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市町村でも同様 

さらに法務局等とも連携しながら、 

あなたの町の地籍整備の状況を 

分かりやすく市民に伝えてほしい。 
75 

公図と現況のずれ公表システム 地籍調査状況マップ 

東松山市 

女川町 

ホームページや広報誌への掲載はもちろんだが、マスコミ

の力も借りよう。しかし、広告は経費の点で難しい。 

記者会見などの場を利用して、マスコミに問題の所在を分

かりやすく伝え、報道で取り上げてもらうよう努力しよう。 

76 

三重県 津市 前葉泰幸市長の記者会見 

マスコミは関心を持っている。 



39 

５．おわりに 

 南海トラフ地震や首都直下地震の被害想定地域

には、調査が遅れた地域が広がっている。 

 山村部には、所有者の高齢化、不在村化等に

よって、調査の実施が困難な地域が増えている。 

 都市部には、地籍の問題と対峙せずに大規模な

再開発を行える土地など、ほとんど残っていない。 

残念ながら、これがわが国の現実だ。 

地籍調査、もう待ったなしである。 

77 

同市の調査進捗率は41％。県内（25％）では比較的進んでいる。 

しかし、市長はそれに甘んじることなく、県の市長会でも地籍調査
の必要性を訴え、また市町村の厳しい財政事情や職員確保の困
難さを踏まえ、国や県に対し、率先して支援拡充を要望している。 

出典） 広報しまだ、平成27年8月号（Web公開） 

静岡県島田市 染谷絹代市長 

78 
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染谷市長の言葉 

「地籍調査が基本になければ復旧・復興は進まな

い。調査の大事さにもう一度気がついてほしい」 

読売新聞（静岡版） 平成27年7月31日朝刊 

静岡県島田市 染谷絹代市長 

79 

三重県津市 前葉泰幸市長 

津市の進捗率は3％、三重県（9%）の中でも特に低調。 

危機感を抱く前葉市長の言葉 

「地籍調査は社会のインフラ。南海トラフ地震で

被災が懸念される沿岸部で集中的に進める」  

中日新聞（三重版） 平成28年8月3日朝刊 

80 
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 市長は、沿岸部に「重点整備区域」を定め、10年間で調査完了

との目標を掲げた。予算を従来の三倍に増やし、国に対しても積
極的な要望活動を行っている。 

出典） 広報つ！、平成28年9月1日号（Web公開） 

三重県津市 前葉泰幸市長 

81 

地籍調査の課題 
 － 市町村へのメッセージ  

東京大学 大学院 工学系研究科 

社会基盤学専攻 

清水英範 

平成30年 6月29日 

82 

日本写真測量学会関西支部 平成３０年度支部総会・特別講演会 
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83 

84 
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85 

 山野目 章夫 

  清水 英範 

  野口 宣大 

  野村 裕 

  横山 美夏 

  和田 博恭 

［座談会］ 

不動産登記制度の 

10年とこれから 

2017年 2月号 

86 

［座談会］ 不動産登記制度の10年とこれから 

１．はじめに － 不動産登記制度の10年の歩み 

２．平成16年法による改革 － 新しい２つの概念との出会い 

 ▶ 登記識別情報と登記原因証明情報 

 ▶ 不動産取引価格情報提供制度との関係  等々 

３．平成17年法による補完 － 地理空間情報としての登記 

 ▶ 地殻変動の筆界への影響 

 ▶ 不動産登記法14条1項の地図 

４．平成21年の試練 － 南三陸町長の嘆き 

 ▶ 相続登記の推進 

 ▶ 対抗要件主義との関係  等々 

５．21世紀の不動産登記制度を展望する 


